研修出張様式５


研修報告書

	所　　属　　青山荘　　職　種　　精神保健福祉士　　　氏　名　　長谷部　拓生　　

	期　　間　　平成　22年2月17日（水）～　平成　22年2月20日（土）

	出張目的　　精神障害者の住まいと暮らしに関する研修会　in　沖縄

	出 張 先　　沖縄県男女共同参画センター「てぃるる」

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


1日目

【研修要旨】

　基調講演「あみのこれまでの活動及び精神障害者の住まいと暮らしについての現状と課題」

　全国精神障害者地域生活支援協議会　代表　伊澤　雄一氏

社会的入院の解消に向けた取り組みとして「受け入れ体制が整えば退院可能な72,000人の精神障害者の退院」という目標が掲げられている。地域移行支援（退院促進）の現状は平成15年からの7年間の取り組みで退院したのはわずか800人程度であった。

　　研修会（全6回開催）で浮上した課題は、住居サービスの圧倒的不足、制度環境の変化に対して安定した支援体制の確保、「精神科病院大国」の改革、地域生活支援の予算配分の見直し等が挙げられた。

住宅確保の現状としては、退院後に家族と同居する場合は多いが様々な問題があり、グループホーム、ケアホーム、公営住宅、民間賃貸住宅など受け入れ先は徐々に増加しているが、地域にグループホームを設置しようとすると住人から反対運動が起こるといった住民との摩擦は大きな課題である。

　　わが国ではグループホームが1992年に制度化したが、報酬基準が低く十分な事業費が確保されないことにより、スタッフのマンパワーが不足しているという現状がある。そもそも大本の国家予算配分で精神科医療と福祉的支援を対比すると９７：３という配分構造であり、見直しが必要である。

　　今後、支援者がグループホームのあり方を再確認することと国家レベルで精神障害者の住まいの問題を検討する必要がある。

【考察】

　　平成15年から実施された地域移行支援特別対策事業（退院促進）の実施から7年間経過した現在、目標とされた「72,000人の退院」には程遠いという結果であった。その背景には住居サービスや支援体制の不足といった要因があるということは、我々も実感していたところではあるが、予算配分のバランスが極端に医療に偏り、福祉に関する費用が十分に確保されていないという事実はあらためて数値を確認すると違和感があった。今後は障害者支援の基本となる医療・福祉に関わる予算が十分に確保されることを望む。我々支援者はこれらの問題に対して自分たちが現在出来ることを確実に実行していかなくてはならない。より多くの知識を身に付け、技術を磨くことで質の高い支援を提供すべきであると考える。

【研修要旨】

特別報告「沖縄県における支援の現状と課題」

精神障害者地域生活支援センターあいあい　施設長　比嘉　智子氏　

　　沖縄県うるま市において地域活動支援センターを中心として障害者の生活支援を実施している「あいあい」では、大阪児童殺傷事件をきっかけに、地域住民に精神障害を理解してもらうことを目的とした勉強会やボランティア活動など交流する機会を設定した。結果、障害者自身の意識に変化があり、住民の反響も大きく地域住民の偏見を除去する第一歩の活動となった。

　　現場で感じた思い、必要なものは地域共通の課題として検討し、仕組みを作っていかなくてはならないと考えた。うるま市では入院中の精神障害者の地域移行を目的とした「お試し住居生活」を自立支援協議会で検討され、市に提出し予算化されたという実績がある。

　　依然として精神障害者にとって地域生活は困難なことが多く、受け入れる側である一般住民としても障害者を支えきれない現状がある。今後関係者、地域住民が共に検討していかなくてはならない。

【考察】

　　精神障害者に対する偏見という問題は全国的に存在し、その事が障害者の地域生活を困難にしているという事実を再確認することができた。障害者に対する偏見を除去するという活動は、なかなか活動の成果を確認しにくいものであるが、うるま市では障害者自身が参加するといった積極的な地域啓発活動もあり、現場から上がった意見が市の予算化につながるという大きな成果があった。現場の声が行政機関を動かすということについてはとても興味深い内容であったが、活動の成果や支援者の思いだけでなく、そこまでに至る経緯や困難、協力体制なども含めて、どのように予算化へつながったのかを具体的に知りたかった。我々の活動圏域でも制度として整備するべき問題は存在するが、行政機関が未着手であることが多い。我々支援者や地域住民は協力して、行政機関を動かすような活動を展開していかなくてはならない。

　　

【研修要旨】

　記念講演「精神病院を捨てたイタリア・捨てない日本」

　ジャーナリスト／元朝日新聞社記者　大熊　一夫氏

　　大熊一夫氏は1970年にアルコール依存患者を装い精神科病院に2週間入院。自身の精神科病棟での経験を「ルポ・精神病棟」で発表し、改善の必要がある精神科病院は変化するべきだという考えを持って活動していた。「ルポ・精神病棟」執筆から15年後、イタリアでは精神科を無くす法律ができたと聞きイタリアへ取材のため渡航。

イタリアではフランコ・バザーリアの活動がきっかけで1978年に180号法（日本の精神保健福祉法）が制定された。新しい精神科設置禁止、新入院禁止、再入院禁止を打ち立て、精神科病院の代わりに公的地域精神保健サービス網を敷き、28万人の地域を7つに区分、1ヶ所4万人の地域ごとに精神保健福祉センター（24時間365日対応）が1ヶ所設置された。

病院を無くした直後400人程は社会に出ることが困難な患者は存在した。しかし入院者ではなく普通の市民と同じ権利を持った住人であるとし、オピステ（お客様）として共同住宅に入居。現在は15人程度が入居している。精神科病院は幼稚園に、院長邸宅はグループホームへ、ヴェネツィアの精神科病院島は5つ星ホテルへと変化している。

　　司法精神科病院を解体するという動きもあったが、そこまでは実現できていない。しかし精神科病院を解体し本来入院すべき精神障害者を地域に戻した結果、司法精神科病院に入院する患者が増加したわけではなく、整った地域精神保健サービス網があれば精神科病院に入院している患者も生活できるということを証明した。

現在は総合病院に15床を限度に病床を設置しているイタリアに比べると日本の精神科病院の病床数の多さが実感できる。日本の精神保健の司令塔が精神科病院であり、イタリアの司令塔は精神保健センターであるということが大きな違いである。センターの力が弱ければ病院の病床数を大きくせざるを得なくなると言える。

　　

【考察】

　　精神科病院の入院病床を無くするというイタリアの改革はとても衝撃的であり、日本の精神科病院の「病床数の多さ」というものを実感せざるを得なかった。イタリアの改革は1978年から2010年の32年間で実現されたが、日本の地域移行支援は開始から７年目である。徐々に精神障害を受け入れる体制は構築されつつあるが、現場レベルの問題だけでなく、根本的な政治的・財政的な問題を解決しなければイタリアのような改革は実現できないのではないかと考える。しかし日本は日本の風土や地域性を考慮して慎重に進めて行く必要があり、精神医療の重要性や医療と福祉の協力体制の重要性を踏まえた上で改革する必要があると考える。

今回イタリアの「精神科病院を無くした」という結果だけでなく改革に要した32年間の中で経験した弊害や困難などについてもう少し詳しく知りたかった。イタリアの経験を参考に日本の地域性に合った地域移行支援を展開することが望ましいと考える。

【研修要旨】

シンポジウム「地域で活き活きと暮らすために～ここがポイント地域移行支援～」

シンポジスト　品川　眞佐子氏（ほっとハート：千葉県）

　　　　　　　長見　英知　氏（藤沢病院：神奈川県）

　　　　　　　神谷　牧人　氏（株式会社アソシア：沖縄県）

　　　　　　　儀間　光徳　氏（ふれあいセンター：沖縄県）

　　　　　　　山下　安寿　氏（ハートランド：徳島県）

各関係機関の活動報告（※資料参照）があった後、地域移行に際しての問題点として、病院や地域の意識の低さ、支援体制の弱さ、報酬体制の低さ等について話し合われた。大熊氏からは「日本の精神保健には司令塔が無い」という現実について、精神保健課長が精神科医ではない悲劇、日本の政治は精神病院をコントロールできていないことを諸外国から指摘されているとのことであった。そのような日本の体質によって地域のネットワークが構築できる環境ではなく、現場レベルの支援者が奮起しても改革が進まないということが話し合われた。

【考察】

　各施設ともそれぞれの立場で障害者の地域移行について試行錯誤していること、支援に困難さがある状況は我々も感じていたことと同様のものであった。日本の現在の政策からは大幅な改革は望むことができないため、現在感じている問題を我々支援者が訴えていかなければならないと考える。

2日目

【研修要旨】

就労移行支援事業所ソーシャルサポートアソシア（設置主体：株式会社アソシア）見学会

施設長兼サービス管理責任者：神谷牧人氏

　“福祉施設には抵抗ある方の自尊心を大切にした「お洒落なカフェで訓練」出来る全く新しい地域支援”をコンセプトにした就労移行支援事業所アソシアであり、カフェでの実践と多目的スペースでの訓練を組み合わせた就労訓練を実施している。今後は就労継続支援Ａ型とＢ型を実施する予定であり、更には清掃会社を立ち上げ障害者の一般就労先も準備する予定である。多目的スペースでは気軽に立ち寄ることが出来るようなイメージで地域住民に開放することや、勉強会など地域啓発活動にも利用する予定。就労移行支援の利用者には１日４００円の工賃（月８０００円程度）を支払っている。基本的には工賃をもらう場所ではなく、あくまでも勉強・訓練する場であり、能力を身に付けてもらうことや生活の質の向上といった形で利用者に還元している。

　【考察】

　　「もし自分が障害者であったら」という利用者の目線に立った考えに基づく事業運営は理想的ではあるが、他参加者からの質問にもあった７０００万円の事業立ち上げ費用や月４０万円の事業所家賃を支払いながらの運営は可能であるのか疑問に感じた。障害者を訓練する事業所を運営する上でステージである基盤づくりが一番重要であると考えるが、アソシアの基盤であるカフェにおいて、お客様に対しての“売り”は「居心地の良さ」であるとのこと。私としては料理の質や価格設定には特別なものは感じなかったので「居心地の良さ」だけで継続した集客が望めるのか不安に感じた。しかし、施設長のような今までの常識を覆すような発想や勢いが今の障害者福祉に変化をもたらすのではないかという期待も感じた。アソシアで訓練している障害者が活き活きと働く姿は印象的であった。
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